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国の機関や地方公共団体等からの技術相談の対応状況 
 

１．はじめに 

国総研では、国の機関や地方公共団体等に対し、

政策実施・事業施行に関する様々な技術支援を実施

している。その一環として、国総研が知見・ノウハ

ウを持つ住宅・社会資本分野における技術的な相談

に対しての助言や専門家の派遣を継続的に行ってき

ている。以下では、技術相談の受け付け体制と2025

年の実績を紹介する。 

 

２．国総研技術相談窓口の概要 

 国総研では、国土交通省内や地方公共団体からの

急を要する相談に対応できるように、一元的な「国

総研技術相談窓口」（以下、「技術相談窓口」とい

う）を2014年12月から設置し、国総研が担当するあ

らゆる分野・施設に関する相談事項をワンストップ

で受け付けている。相談者は、代表のメールアドレ

スにメールを送付することで相談を行うことができ

る。なお、技術者が気軽に問い合わせることができ

るよう、各分野の専門家の顔が見える窓口とし、国

総研パンフレット（https://www.nilim.go.jp/lab/

bcg/siryou/youran.htm）やホームページ（https:/

/www.nilim.go.jp/lab/bbg/tec-soudan/）で周知し

ている（図-1）。 

 

図-1 国総研技術相談窓口 

 

また、港湾・海岸・空港施設分野では、施設の着

実かつ効果的な整備及び維持管理を支援するため、

各地方整備局からの技術相談窓口として国立研究開

発法人 海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術

研究所と連携して、「港湾技術センター」及び「久

里浜ＬＣＭ支援総合窓口」を設置している。 

 

３．技術指導の実績 

2025年1月～12月の分野別の技術相談の対応件数

は表-1のとおりである。分野別では河川分野が639件

と、最も多かった。合計では1904件と、2024年と比

較してほぼ同等の結果となった。技術相談窓口の設

置から約10年が経過し、国土交通省内や地方公共団

体における技術相談窓口の認知度は向上していると

考えられる。 

 

表-1 分野別技術相談対応件数（2025年1月～12月） 

分野 件数 

上下水道 129 

河川 639 

土砂災害 111 

道路 184 

建築・住宅・都市 72 

港湾・沿岸海洋 343 

空港 148 

社会資本マネジメント等 278 

合計 1904 

 

４．おわりに 

 本稿では、国総研が実施する技術相談窓口の取り

組み概要と2025年の実施結果について報告した。技

術相談への対応が新たな研究課題の抽出につながる

場合もあり、相談する側、相談を受ける側の双方に

メリットがある取り組みであるといえる。引き続き、

地方公共団体等で発生した問題に迅速かつ的確に対

応できるよう、取り組んでまいりたい。 
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道路トンネル坑口部に 

おける斜面災害の 

特徴に関する調査 
(研究期間：令和６年度～令和７年度) 

道路構造物研究部 構造・基礎研究室 

藤田 智弘 大﨑 義保 藤原 茜 久保田 海帆 

（キーワード）道路トンネル、斜面災害、トンネル坑口部、土石流  

 

1．はじめに 

近年、道路構造物の境界部付近での変状が交通機

能に著しい障害を及ぼした事例が見受けられる。道

路トンネルにおいては、豪雨等によりトンネルの坑

口周辺で斜面災害が発生し、通行止めとなる事例例え

ば1)が発生している。 

本研究では、斜面災害の発生リスクの高い既設ト

ンネル坑口部の抽出精度の向上や、新設トンネルの

坑口位置の選定における留意点をより充実させるこ

とを目的に、道路トンネルの坑口部における斜面災

害の特徴を調査した。 

 

2．道路トンネル坑口部における斜面災害の特徴 

2.1 被災坑口部のトンネル進入形式 

道路トンネル技術基準（構造編）・同解説2) では、

図-1に示す地形とトンネル軸線の関係（以下「トン

ネル進入形式」）について、⑤谷部進入型は「自然

災害が発生しやすい」と解説されている。また、②

斜面斜交型と③斜面平行型も、道路横断方向に広く

斜面を持つため、この二つのトンネル進入形式も自

然災害が発生しやすい位置関係にあると考えられる。 

そこで、②斜面斜交型、③斜面平行型及び⑤谷部

進入型を自然災害が生じやすいトンネル進入形式と

位置づけて整理した。対象は直轄管理の道路トンネ

ルのうち、山岳工法で建設された1,538トンネルとし

た。なお、①斜面直交型、②斜面斜交型及び③斜面

平行型は斜面の等高線との交差角度から、④尾根部

進入型と⑤谷部進入型は等高線の形状から区分した。 

全1,538トンネルのトンネル進入形式を分類した

結果、自然災害が生じやすいと考えられるトンネル

進入形式（②斜面斜交型、③斜面平行型及び⑤谷部

進入型）は全体の約４割であった。 

一方で、対象の道路トンネルのうち、過去10 年間

にトンネル坑口部で斜面災害が発生したことを国総

研が把握している16施設のトンネル進入形式を整理

すると、自然災害が生じやすいと考えられるトンネ

ル進入形式（②斜面斜交型、③斜面平行型及び⑤谷

部進入型）が被災坑口部の約6割を占めていた(図-2）。 

このことから、自然災害が生じやすいと道路トン

ネル技術基準（構造編）・同解説に示されている⑤

谷部進入型だけでなく、道路横断方向に広く斜面を

持つ②斜面斜交型と③斜面平行型を含めても、斜面

災害の発生割合が高いことが確認された。 

室長 主任研究官 
 

研究官 交流研究員 

図-2 過去10年で斜面災害が発生した 

トンネル進入形式 

 

図-1 トンネル進入形式と災害要因となる斜面のイメージ 

（文献2）の図に追記） 

デ
ー
タ
の
収
集
・
分
析
・
管
理
、
社
会
へ
の
還
元

研究動向・成果

道路トンネル坑口部に 
おける斜面災害の 
特徴に関する調査

- 133 -- 133 -



 

2.2 被災坑口部における防災カルテの作成状況 

過去に実施された道路防災総点検で対応が必要と

評価された箇所については、防災カルテが作成され

ている。そのため、防災カルテを確認することで、

斜面災害リスクを把握することが可能である。さら

に、近年、地形測量では、航空レーザ計測にもとづ

くDEMから微地形表現図を作成し、高精度な地形判読

を行うことが可能となっている3)。 

そこで、トンネル坑口部における斜面災害のリス

クを精度よく把握するうえでの、防災カルテの確認

と微地形表現図による地形判読の併用の有効性を検

証した。なお、本研究では、近年の斜面災害のうち

最も被災履歴の多い土石流による災害を対象とした。 

まず、土石流が生じたことを国総研が把握してい

る10箇所の坑口部を対象に防災カルテの作成状況の

確認を行った。その結果、防災カルテの作成状況は、

被災坑口部10箇所のうち6箇所が「カルテ作成済だが

土石流については未着目（以下「未着目」）」また

は「カルテなし」であった(図-3)。 

 次に、「未着目」または「カルテなし」とされて

いる6箇所について、微地形表現図を用いて簡易な危

険箇所の評価を行った。このとき、トンネル坑口付

近の沢地形（以下「沢地形部」）について、平成18

年度道路防災総点検4)に準じ、土石流が懸念される

条件の一つである沖積錐の有無を確認した(図-4)。

その結果、6箇所中3箇所で明瞭な沖積錐が確認され

た。 

このことから、防災カルテを確認することに加え、

微地形表現図を用いた地形判読を行うことで、トン

ネル坑口部における斜面災害のリスクをより精度よ

く把握できる可能性があることが示唆された。 

 

3．おわりに 

本研究では、トンネル坑口部の斜面災害の特徴に

ついて調査した。その結果、自然災害が生じやすい

と示されている谷部進入型だけでなく、道路横断方

向に広く斜面を持つ斜面斜交型と斜面平行型を含め

ても、斜面災害の発生割合が高いことが確認された。

また、土石流により被災した坑口部（全10箇所）の

うち4箇所で防災カルテが作成されていた。さらに、

別の3箇所では防災点検カルテが作成されていない

が、微地形表現図を用いた地形判読から土石流が懸

念される条件の一つである沖積錐が確認された。 

このことから、既設トンネルに対してはトンネル

進入形式と防災カルテの確認に加え、微地形表現図

を用いた地形判読を行うことで、斜面災害リスクを

より精度よく把握できる可能性が示唆された。また、

トンネル新設時においても高精度に地形を把握した

うえで路線計画を行うことで、供用後の斜面災害リ

スクが大きく変化することが考えられる。 

今後も効果的かつ精度を高めたトンネル坑口部の

リスク評価ができるように研究を進めていきたい。 

☞詳細情報はこちら 

1)横浜国道事務所HP： 

https://www.ktr.mlit.go.jp/yokohama/yokokoku

_index201.html 

2)（公社）日本道路協会：道路トンネル技術基準（構

造編）・同解説、2003.11 

3) 国土交通省道路局国道・技術課:三次元点群デー 

タを活用した道路斜面災害リスク箇所の抽出要領 

（案）、2021.10 
4) 国土交通省 道路局国道・防災課：道路における災        

害危険箇所の再確認について、2006.9 

図-3 被災坑口の沢地形部における 

防災カルテの作成状況 

 

図-4 地形判読による沖積錐（土石流堆）の分布範囲 
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道路舗装のライフサイクル 

評価に向けた全国調査の 

開始 
(研究期間：令和７年度～令和９年度) 

道路構造物研究部 道路基盤研究室 

桑原 正明 若林 由弥 工藤 竜二 山本 尚毅 

（キーワード）  道路舗装、ライフサイクル、全国調査 

 

１．はじめに 

道路舗装の技術基準である「舗装の構造に関する

技術基準」（以下、「技術基準」）は2001年に策定

され、従前の材料や構造を指定する「仕様規定」か

ら、規定された性能指標を満足する構造であれば材

料や構造について問わない「性能規定」へと大きく

転換した。これにより、耐久性の高い新材料や舗装

に新たな性能を付加する構造などの新技術の導入促

進が期待された。特に昨今では、2050年カーボンニ

ュートラルの実現に向けて2025年10月に道路法が改

正され、道路の構造の原則として脱炭素化の推進等

への配慮が位置づけられ、舗装分野においても低炭

素な材料等の活用が求められている。 

一方、技術基準策定から現在に至るまで、実際の

現場において新技術の活用が十分に進んでいないこ

とも課題となっている。こうした課題を受け、国土

交通省では技術基準の改定に向けた検討を進め、

2025年8月に開催された社会資本整備審議会第26回
道路技術小委員会にて、改定の方向性が示された。 

技術基準の主な改定のポイントの1つとして、舗

装の設計時に、供用中の当該舗装の性能を設定し、

各性能に対し、修繕等によりその性能を回復させる

ことが望ましい状態に到達するまでの期間として

「性能保持想定期間」を算出することで、合理的に

ライフサイクルを評価する枠組みを構築する（図-1）。

これにより、ライフサイクルコストやライフサイク

ルCO2の観点で優れた舗装構造が設計時点で評価さ

れやすくなる。しかし、新技術をただちに評価する

ためには、材料試験などの室内試験の結果から舗装

の劣化を予測する設計手法が必要であり、現時点で

は十分に確立した方法が構築されていないため、早

急な検討が求められている。 
今般、新技術を評価可能な設計体系の再構築に向

けた国総研の取り組みの1つとして、2023年度より、

様々な条件の直轄国道の同一区間を対象に、定期的

に路面性状等のデータを取得する「定点調査」を開

始したので、調査の目的や内容について紹介する。 
 
２．定点調査について 

(1) 定点調査の目的 

現在の舗装の設計体系においては、舗装構造の決

定にあたり、路床支持力と大型車交通量のみを変数

としている。このため、例えば温度や水分といった

地域特性による作用や材料強度などの材料特性など

を十分に設計に反映できていない。また、現在の舗

装の設計は盛土や原地盤などの土工部上の明かり部

の舗装を対象としており、橋梁上やトンネル内の舗

装については、構造の設計手法が示されていない。 
さらに、設計で考慮している損傷の種類が少ない。

 

社会的に許容されない状態
（管理瑕疵に問われるおそれ）

舗装の性能を回復させることが
望ましい状態（性能回復推奨状態）

舗装の性能が
著しく低下した
状態

各性能

供用期間

供用に伴う
各性能の低下

舗装を支える基盤と一体となって自動車の輪荷重
を十分支持することが出来ない状態
または
走行に不安を感じるおそれがある状態

性能が十分発揮されて
いる状態

性能回復推奨状態まで性能が保持されると想定する期間
（性能保持想定期間）

修繕等により
各性能の回復

 
図-1 ライフサイクルを考慮した舗装の設計 

室長 
 

主任研究官 主任研究官 交流研究員 
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現在の設計体系では、アスファルト系の舗装につい

ては交通荷重に起因するボトムアップひび割れが、

コンクリート系の舗装については、コンクリート版

の横ひび割れが主に考慮されており、実際の管理の

現場で修繕の判断基準となっているわだち掘れや平

たん性（IRI）が修繕すべき状態になるまでの期間

は直接考慮されていない。 
上記の課題に対し、直轄国道の同じ区間を継続し

て調査し、劣化の進行をモニタリングすることで、 
・どのような舗装にどのような損傷が生じるのか 
・その損傷の主要因となる作用は何か 
などについて整理し、設計に反映することが定点調

査の主な目的である。 

(2) 定点調査の内容 

表-1に定点調査の実施区間数を示す。調査対象区

間は、各地域の新設または修繕後間もない路線から、

土工上のアスファルト舗装及びコンクリート舗装、

橋梁上のアスファルト舗装、トンネル内のコンクリ

ート舗装の区間をそれぞれバランスよく選定し、こ

れらの区間を5年で1巡するよう、追跡調査を実施す

る。 

表-2に定点調査の調査項目を示す。調査は主に交

通規制を行わず車両で走行しながら実施するものと、

各道路管理者の協力のもと交通規制を実施し、規制

内で舗装の変状を詳細に調査するものに大別される。 

交通規制なし調査では、舗装の表面の状態を確認

するための路面オルソ画像取得と舗装内部の滞水状

況を確認するための電磁波レーダ調査を実施する。

交通規制有り調査では、詳細なひび割れ発生状況を

把握するためのひび割れ展開図、車線縦横断方向の

凹凸を確認するための縦横断プロファイル、コンク

リート舗装における主要な水の侵入口である目地材

の劣化状況、舗装全体の支持力を示すたわみ量、路

面とタイヤの間のすべり抵抗値、路面の粗さを示す

きめ深さについてそれぞれ実施する。図-2に横断プ

ロファイルの測定結果の一例を示す。 
 

３．おわりに 

今回紹介した定点調査は2023年より調査を開始

したばかりであり、いずれの区間も新設または修繕

後間もない区間であるため、現時点で目立った損傷

は生じていない。引き続き調査を継続し、調査で得

られた結果をふまえ、現場で優れた新技術を採用し

やすくなる設計体系の再構築に向けて、検討を進め

ていく。 

 

表-1 定点調査の実施区間数 

地域 
土工部 橋梁 ﾄﾝﾈﾙ 

計 
As Co As Co 

北海道 1 1 3 2 7 
東北 2 3 1 1 7 
関東 3 0 2 3 8 
北陸 1 2 3 2 8 
中部 3 1 2 2 8 
近畿 2 1 1 2 6 
中国 2 2 2 2 8 
四国 2 2 2 2 8 
九州 3 2 2 2 9 
計 19 14 18 18 69 

As：アスファルト舗装、Co：コンクリート舗装 

表-2 定点調査の調査項目 

調査項目 土工部 橋梁 ﾄﾝﾈﾙ 
As Co As Co 

交通規制 
無し調査 
（300m） 

路面画像 ◯ ◯ ◯ ◯ 

電磁波レーダ - - ◯ - 

交通規制 
有り調査 
（100m） 

ひび割れ展開図 ◯ ◯ ◯ ◯ 
横断プロファイル ◯ - ◯ - 
縦断プロファイル ◯ ◯ ◯ ◯ 
目地材の劣化状態 - ◯ - ◯ 

たわみ量 ◯ ◯ - ◯ 
すべり抵抗値 ◯ ◯ ◯ ◯ 
きめ深さ ◯ ◯ ◯ ◯ 

As：アスファルト舗装、Co：コンクリート舗装 
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図-2 取得データの例（横断プロファイル） 
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AIS非搭載作業船の動静把握手法構築と 

運用実態に関する分析 

 
(研究期間：令和６年度～令和７年度) 

港湾・沿岸海洋研究部  港湾計画研究室 

 

佐々木 友子 山本 雅久 安部 智久 

（キーワード）  作業船、船舶動静、ヒアリング 

 

１．はじめに 

海上工事時のCO2排出量の削減など作業船運用の

効率化に向けた運用実態把握、津波発生による作業

船漂流時における速やかな位置情報把握等、作業船

の位置情報取得には一定の需要があるものの、作業

船はAIS（自動船舶識別装置）が搭載されていないも

のが多いことから位置情報把握が難しい。今般、情

報通信機器を用いて作業船の位置情報取得を試み、

海洋土木建設会社に対するヒアリングとあわせて運

用実態を分析したので紹介する。 

 

２．作業船の動静把握手法 

今回は既存のGPSクラウドサービスを活用した。機

器設置状況は写真のとおりで、船内の窓際に置ける

サイズであり、本船より電源供給を受けることで電

池交換の手間も無い。当該サービス利用コストは14

千円／台／年

程度（導入初

年、機器購入

の初期費用含

む）である。 

 

３．作業船の運用実態に関する分析 

作業船7船の湾内における動静を対象とし、位置情

報を取得した。取得した日時・位置情報をもとに航

跡図を描画した例を図に示す。各船のデータ取得率

は概ね99%程度と高い水準であった。一方、想定され

る本来の係留位置から乖離がみられた観測値もあり、

7船のうち最大で800m強の乖離が存在した。 

各作業船の基地港と作業エリアとの行き来を確認

したところ、基地港が最も遠方である作業船は直線

距離が40km弱、移動に4,5時間程度要していた。仮に

この基地港最遠作業船が、基地港が最も近傍であっ

た作業船と同位置に係留場所を確保できた場合、直

線距離で往復約60km、移動所要時間が往復約7時間程

度、ひいては燃料消費量や費用が削減できることに

なる。海洋土木建設会社5社に対して作業船の係留場

所に関する課題を把握するために別途ヒアリングを

実施したところ、現場近傍の係留場所の不足、現場

遠方で確保せざるを得ないことから現場までの曳航

が必要、その結果として費用と工期が増加、との意

見があり、今回の動静把握結果はこれらの実態を示

すものである。 

lkm 2km0km基地港

注)図中の時刻は当該位置情報の取得時刻を表す

作業エリア

 

図 航跡図描画例 

 

４．おわりに 

今回使用した機器は想定される場所から乖離した

観測値も混在していたことから、航行安全や衝突回

避を目的とした使用には課題があるものの、冒頭に

示した用途等に対しては低コストでの実現が期待で

きると考えている。 

 

主任研究官 
 

研究員 
 

室長 
(博士(工学)) 

注）本写真は一部加工している

写真 機器設置状況 
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国総研ホームページの閲覧傾向の分析 
 

企画部        

高橋 宏幸 

（キーワード）  ホームページ、アクセスログ、国総研資料 

 

国総研では、研究方針、研究課題、研究成果、イ

ベント情報等の情報発信のため、ホームページを開

設している。今回、ホームページによる情報発信を

効果的に行うための参考とするため、アクセスログ

により閲覧傾向の分析を行ったので報告する。 

 

１．過去５年間における閲覧件数の推移 

 2021年1月～2025年12月における国総研ホームペ

ージへの閲覧件数は、少ない月で約120万件、多い月

で240万件超であった。閲覧件数の年平均は過去5年

で増加傾向にある。 

国総研では報告書やデータ等の詳細な情報をpdf

形式やxlsx形式で公表することが一般的であること

を踏まえ、ファイル形式別の閲覧件数を集計した。 

htmlファイルの閲覧件数は2023年の平均79万件か

ら2024～2025年は平均60万件台に減少しているが、

pdfファイル等（xlsx等を含む）の閲覧件数は2023年

に平均75万件、2024年に平均90万件、2025年に平均

109万件と過去3年間で増加傾向にあることがわかっ

た。 

pdfファイル等の閲覧が多くなっていることが近

年の傾向である。 

 

図-1 2021～2025年の閲覧件数 

２．国総研資料等の公表時からの閲覧件数推移 

国総研では、研究成果の中で学術的価値が高いも

の、政策の企画・立案に資するもの、公表する価値

があると認められる調査、試験、観測等の成果を国

総研資料・国総研研究報告・プロジェクト研究報告

（以下「国総研資料等」という。）としてとりまと

め、ホームページにpdfファイルを掲載している。 

 2019年公表の国総研資料等37件について、公表か

ら6か月ごとの月間平均閲覧件数を集計したところ、

公表から7～12か月後、又は、13～18か月後に閲覧件

数がピークとなり、その後減少する傾向が見られた。 

ただし、閲覧数の減少は一定程度で止まり、その

後は大きく変わらない傾向が見られた。公表から67

～72か月（5.5～6年）経過後も、約2/3の資料は月間

平均200件以上の閲覧があることがわかった。また、

37件中3件は67～72か月（5.5～6年）経過後も閲覧数

が月間1500件以上あることがわかった。 

公表から長期間経過後も一定程度の閲覧件数が継

続していることは特徴的であると言える。 

 

 

図-2 2019年公表の国総研資料等37件の 

 月間閲覧件数推移（公表から6か月ごとの平均） 
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※折れ線は各報告書の閲覧件数 
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３．接続環境別のアクセス割合 

国総研ホームページには、検索エンジンの情報収

集Botなどプログラムによるアクセスも行われてい

る。通常のホームページ閲覧とは傾向が異なる可能

性があるため、アクセスログのUser-Agentに含まれ

る文字列により、PC・モバイルによるアクセス、Bot

等によるアクセスを分類し集計した。なお、User-

AgentでPC・モバイルによる閲覧と見えても実際には

プログラムによる場合もあることに注意する必要が

ある。 

2025年1月～12月のログを分析したところ、htmlフ

ァイルでは31%、pdfファイル等では56%がBot等によ

るアクセスであることがわかった。 

Bot等による情報収集はhtmlファイルが中心であ

ると一般的に言われているところ、pdfファイル等の

方がBot等のアクセスの割合が高いことは特徴的で

あると言える。 

表-1 接続環境別アクセス割合 

  PPCC,,モモババイイルル  BBoott等等  そそのの他他  

html 66% 3311%% 3% 

pdf等 43% 5566%%  1% 

また、2025年1月～12月における閲覧件数上位5件

の国総研資料等について、接続環境別のアクセス割

合を集計したところ、資料によってPC、モバイル、

Bot等のアクセス割合が大きく違うことがわかった。 

表-2 国総研資料等の接続環境別アクセス割合 

（2025年1月～12月における閲覧件数上位5件） 

  PPCC  モモババイイルル  BBoott等等  そそのの他他  

プロジェクト 

研究報告① 
16% 7711%%  13% 0% 

国総研資料① 9944%%  3% 3% 0% 

国総研資料② 6% 2% 9922%%  1% 

国総研資料③ 7711%%  11% 17% 0% 

国総研資料④ 6655%%  19% 16% 0% 

 

４．閲覧件数の多い国総研資料等の傾向 

国総研資料等のうち、2025年1月～12月において最

も閲覧件数の多かったプロジェクト研究報告①

（2012年2月公表）について分析を行った。 

 

報告書のうち閲覧件数が特に多いのは「遊戯施設

の事故事例」（参考資料12）であった。 

図-3 プロジェクト研究報告①の閲覧件数 

また、「遊戯施設の事故事例」の閲覧について、

接続環境とリンク元（リファラー）別の集計を行っ

たところ、モバイル端末で、Google等の検索サイト

経由で閲覧する割合が多いことがわかった。 

表-3 「遊戯施設の事故事例」の 

接続環境・リンク元別アクセス割合 

  リリンンクク元元  

検検索索HHPP  省省外外HHPP  国国総総研研HHPP  不不明明  

PC 11.6% 0.3% 0.3% 3.3% 

モバイル 6622..77%%  0.4% 0.1% 7.7% 

Bot等 0.0% 0.0% 0.0% 13.2% 

その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.3% 

※「遊戯施設の事故事例」の総閲覧件数に対する割合 

モバイルでの閲覧は夜間及び週末にかけて多くな

るほか、ジェットコースター、観覧車等の事故など

を調べていることがアクセスログのクエリー文字列

によりわかることから、遊園地に行くために検索し

ている方が一定程度いる可能性がある。 

また、閲覧件数の多かったその他の国総研資料に

ついても、リンク元が不明であるものを除くと、検

索サイト経由で閲覧される割合が多かった。 

 

５．効果的な情報提供の検討の必要性 

研究成果等の情報提供は、国総研の重要な役割の

一つである。アクセスログ等の分析を通じてホーム

ページ閲覧の実態を把握し、情報提供の内容及び方

法について検討、改善していくことが重要である。 

「遊戯施設の事故事例」（参考資料12）の閲覧件数 

報告書のその他の資料の閲覧件数  
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１．はじめに  

国総研の研究方針に、基本姿勢として「広く産学

官との技術の連携・融合を図り、新たな技術展開を

目指す」、研究の心構えとして「自らの強み･弱みを

認識した上で、外部とも連携して効率的な研究体制

を構築」を掲げており、産学等の技術や異分野の知

見を有効活用することにより研究の効率化と質の向

上を図っている。 

 

２．関係行政機関との調整・連携事例  

 政策展開に直接つながる研究を本省等関係行政機

関との連携のもとで多数実施している。その中でも

特に大規模な研究課題の例として、総合技術開発プ

ロジェクト（総プロ）と行政部費事項立て予算によ

る研究がある。総プロは、建設技術に関する重要な

研究課題のうち、特に緊急性が高く対象分野の広い

課題を対象に、行政部局が計画推進の主体となっ

て、産学官の連携により総合的、組織的に研究を行

うものである。行政部費事項立て予算による研究

は、国総研が財務省から直接査定を受け、新たな政

策の創出につながる総合的な研究を行うものであ

る。令和7年に実施した研究をそれぞれ表-1、表-2

に示す。 

この他にも、過去には研究成果の実装に向けた社

会実験を自治体等と実施した例がある。 

 

 

 

 

３．民間・大学等との連携事例  

他機関と共同で実施する共同研究、他の研究機関

に委託する委託研究を多数実施している。令和7年の

実施状況をそれぞれ表-3、表-4に示す。 

この他にも、協定に基づく国内の大学や海外の研

究機関との連携が行われている。その例として、連

携大学院制度があり、国総研の研究者が大学の教授・

准教授の委嘱を受けて実験施設等を活用しながら実

践形式で研究指導等を実施している。大学としては

優れた環境のもとで研究指導を受けることができる

というメリットがあり、また、国総研としても若手

職員の人材育成や、共同研究の実現につながるとい

うメリットがある。令和7年の連携大学院制度の活用

状況を表-5に示す。学協会の委員会活動として産学

官連携のもとで、研究活動や技術基準改定に取り組

んでいる例もある。また、過去には優れた技術の活

用の促進を目的とした技術公募を実施した例がある。 

 

４．おわりに  

以上で紹介したように、国総研では多様な連携を

実施している。今後も産学官と多様な連携をしなが

ら研究に取り組んで参りたい。 

 

 

 

 

 

技術連携 

 表-1 令和7年に実施した総合技術開発プロジェクト  

課課題題名名  研研究究期期間間（（年年度度））  担担当当研研究究部部・・セセンンタターー  

建設事業各段階のDXによる抜本的な労働生産性向上に関する研究 R03～R07 
社会資本マネジ

メント 

社会環境の変化に対応した住宅・建築物の性能評価技術の開発  R04～R08  建築、住宅 

新技術等を用いた既成市街地の効果的な地震防災・減災技術の開発 R05～R08 建築、都市 

カーボンニュートラルに資する新技術の導入促進のための研究開発 R07～R10 
社会資本マネジ

メント、建築 
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 表-2 令和7年に実施した行政部費事項立て予算による研究  

課課題題名名  研研究究期期間間（（年年度度））  担担当当研研究究部部・・セセンンタターー  

RC造マンションの既存住宅状況調査等の効率化に向けたデジタル新技術の適合性評価

基準の開発 
R04～R06 建築 

既存オフィスビル等の省エネ化に向けた現況診断に基づく改修設計法に関する研究 R04～R06 住宅 

脱炭素化の推進に向けた沿岸環境保全技術における炭素貯留効果を最大化する手法の

開発に関する研究 
R04～R06 港湾・沿岸海洋 

効率的な維持管理に向けた既存港湾施設のBIM/CIM構築手法に関する研究 R04～R06 港湾情報化支援 

木造住宅の長寿命化に資する外壁内の乾燥性能評価に関する研究 R05～R07 建築 

省CO2に資するコンクリート系新材料の建築物への適用のための性能指標に関する研究 R05～R07 建築 

既存マンションにおける省エネ性能向上のための改修効果の定量化に関する研究 R05～R07 住宅 

人流ビッグデータを活用した建物用途規制の運用支援技術の開発 R05～R07 都市 

事前防災対策による安全な市街地形成のための避難困難性評価手法に関する研究 R05～R07 都市 

生産性向上のための空港コンクリート構造物の標準規格化に関する研究 R05～R07 空港 

上下水道管路の効率的な改築・点検調査に関する研究 R06～R08 上下水道 

土石流・土砂流の２次元河床変動計算等による細やかなリスク情報に基づく情報提供

手法に関する研究 

R06～R08 土砂災害 

空家の適切な管理と有効活用の促進に資する構造性能評価技術の開発 R06～R08 建築 

建築火災時の避難弱者の行動特性に基づく避難安全設計に関する研究 R06～R08 建築 

民間賃貸住宅ストック活用を考慮した公営住宅供給目標量の設定手法に関する研究 R06～R08 住宅 

新技術を活用した都市の緑の効率的な計測手法及び評価手法に関する研究 R06～R08 都市 

港湾施設の重要性を勘案したリスク概念の港湾技術基準への導入に関する研究 R06～R08 港湾・沿岸海洋 

飲料水健康機器管理に係る浄水処理技術および給水装置の評価に関する研究 R07～R09 上下水道 

ガス成分分析技術を用いた建築材料の燃焼毒性評価に関する研究 R07～R09 建築 

事務所ビル・学校等における適切な室内空気環境の確保と省エネ評価に関する研究 R07～R09 住宅 

係留施設の地震後の即時利用や容易な応急復旧を可能とする新たな耐震設計法の開発 R07～R09 港湾・沿岸海洋 

ブルーインフラの広域的な環境への効果に着目した新たな評価手法の研究 R07～R09 港湾・沿岸海洋 

 
表-3 令和7年に実施した共同研究（その1） 

共共同同研研究究課課題題名名  相相手手機機関関  
研研究究期期間間  
（（年年度度））  

担担当当研研究究部部・・セセンンタターー  

社会資本分野における技術基準の策定等に関
する共同研究 

土木研究所 R04～R09 上下水道、河川、 

土砂災害、道路交通、 

道路構造物、社会資 

本マネジメント 

建築・住宅・都市分野における技術基準等に関
する共同研究 

建築研究所 R04～R09 建築、住宅、都市 

DXデータセンターにおける3次元データ利用
環境の官民連携整備に関する共同研究 

オートデスク、川田テクノシステム、フ
ォーラムエイト、福井コンピュータ、
ESRIジャパン、アイサンテクノロジー、
三栄技研 

R04～R06 社会資本マネジ 
メント 

多能工施工によるコンクリート躯体工等の土
木現場施工の生産性向上に関する共同研究 

定置式水平ジブクレーンの活用促進及
び建設技能者の働きがい向上技術組合、
加藤組、砂子組、フクザワコーポレーシ
ョン、宮坂建設工業 

R04～R07 社会資本マネジ 
メント 

木造建築物の外壁通気工法の性能評価に関す
る共同研究 

大学、ハウスメーカ、関係財団法人等 12
者 

R04～R06 建築 
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表-3 令和7年に実施した共同研究（その2） 

共共同同研研究究課課題題名名  相相手手機機関関  
研研究究期期間間  
（（年年度度））  

担担当当研研究究部部・・セセンンタターー  

既設道路構造物群の維持管理計画の策定・更
新手法に関する共同研究 

京都大学大学院、大阪大学大学院、建設
コンサルタンツ協会、日本デジタル道路
地図協会、京都府、茨城県、富山大学 

R04～R08 道路構造物 

地球規模の気候変動に対応する土砂災害警戒
避難技術に関する共同研究 

筑波大学 R04～R08 土砂災害 

カーボンニュートラルを含めた海上土木工事
における作業船の運用最適化に関する共同研
究 

港湾空港総合技術センター R05～R07 港湾・沿岸海洋 

DXデータセンターにおける3次元データ利用
環境の官民連携整備に関する共同研究 

日本建設情報総合センター、パスコ、ビ
ィーシステム、建設システム、Box Japan 

R05～R06 社会資本マネ 
ジメント 

異種材料を活用した鋼橋の合理的な性能回復
技術の開発に関する共同研究 

大学、学校法人、関係財団法人・社団法人、

高速道路会社、地方自治体、研究所等17者 
R04～R08 道路構造物 

硝化抑制運転および脱窒抑制運転がN2Oの排
出量に与える影響に関する共同研究 

神戸市 R05～R06 上下水道 

道路橋の耐久性能の信頼性評価法に関する共
同研究 

土木研究所、日本橋梁建設協会、プレス
トレスト・コンクリート建設業協会、日
本鉄鋼連盟 

R06～R08 道路構造物 

部分係数法による吊橋・斜張橋の性能評価に
関する共同研究 

本州四国連絡高速道路、土木研究所 R06～R08 道路構造物 

気候変動に対応する大規模土砂災害発生危険
度評価技術に関する共同研究 

筑波大学 R06～R09 土砂災害 

下水処理場における脱炭素化に資する雨天時
浸入水の経路探索に関する共同研究 

北海道大学 R06～R07 上下水道 

防護柵開発・改良における3次元シミュレーシ
ョンの活用に関する共同研究 

鋼製防護柵協会（JFE建材、東京製綱、日
鉄神鋼、ダイクレ） 

R06～R08 道路交通 

次世代の土砂災害危険度評価方法の実用化に
向けた共同研究 

京都大学 R06～R10 土砂災害 

洪水中観測データの水位予測への利活用に関
する共同研究 

プロドローン R06～R09 河川 

港湾施設のアセットマネジメントの高度化に
関する共同研究 

京都大学 R06～R08 港湾情報化支援 

外貿コンテナ貨物を対象とした港湾・経路配
分モデル構築に関する共同研究 

東京大学、京都大学、神戸大学 R06～R08 港湾・沿岸海洋 

港湾施設における桟橋等の固有周期の推定手
法に関する共同研究 

西村耐震防災研究所、みらい建設工業 R06～R08 港湾・沿岸海洋 

道路舗装における力学的理論設計の実用化に
関する共同研究 

大学、学校法人、関係社団法人、民間企
業等17者 

R07～R09 道路構造物 

気候変動適応のための離岸堤・人工リーフの
改良手法の開発に関する共同研究 

民間企業等16者 R07～R09 河川 

木造建築物の外壁通気工法および小屋裏換気
工法の性能評価に関する共同研究 

足利大学、ものつくり大学 R07～R09 建築 

下水処理場における放流水質・エネルギー消
費量・N2O排出量の3軸を考慮した最適な運転
方法に関する共同研究 

京都大学、東京農工大学 R07～R08 上下水道 
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 表-4 令和7年に実施した委託研究  

類類型型  審審議議会会等等名名称称  件件数数  

研究所公募型 1 

本省審議会等公募型  

 新道路技術会議 6 

 河川砂防技術研究開発制度（河川分野） 6 

 河川砂防技術研究開発制度（砂防分野） 2 

 下水道革新的技術実証事業 8 

 上下水道一体革新的技術実証事業 8 

 

 表-5 令和7年に実施した連携大学院制度  

相相手手機機関関  職職名名  期期間間  担担当当者者（（所所属属・・氏氏名名））  

関西大学 総合情報学研究科 
客員教授 R06年04月～ 

R08年03月 

道路交通研究部 道路情報高度化研究官 

  関谷 浩孝 

筑波大学 システム情報工学研究群 
教授 R06年04月～ 

R07年03月 

建築研究部長  

長谷川 洋 

筑波大学 システム情報工学研究群 
准教授 R06年04月～ 

R07年03月 

都市研究部 都市開発研究室長 

石井 儀光 

筑波大学 システム情報工学研究群 
准教授 R07年04月～ 

R08年03月 

都市研究部 都市計画研究室長 

石井 儀光 

筑波大学 人間総合科学研究群 
准教授 R06年04月～ 

R07年03月 

建築研究部 設備基準研究室長 

山口 秀樹 

筑波大学 生命地球科学研究群 
教授 R06年05月～ 

R08年03月 

土砂災害研究部 

 山越 隆雄 

東京理科大 創域理工学研究科 建築学専攻 
客員教授 R06年04月～ 

R07年03月 

都市研究部 都市開発研究室長 

樋本 圭佑 

東京理科大 創域理工学研究科 建築学専攻  
客員教授 R06年04月～ 

R08年03月 

建築研究部 設備基準研究室 

山口  秀樹 

東京理科大 創域理工学研究科 建築学専攻 
客員教授 R06年04月～ 

R08年03月 

建築研究部 構造基準研究室長 

向井 智久 

※所属・氏名は実施当時のもの 
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裏表紙

  

国総研公式ソーシャルメディア一覧 

 

国総研公式ソーシャルメディアにおいて、HP の新着情報や研究の取

組に関する情報等の発信や研究施設、実験等の動画を紹介しておりま

す。 

 

 

１．X（旧 Twitter） 
国総研公式 X（旧 Twitter） 

＜https://twitter.com/mlit_NILIM＞ 

 
 
２．YouTube 
国総研 YouTube チャンネル 

＜https://www.youtube.com/channel/UC5 

l193hxIF1CrZ85DTBnm8Q＞ 

 

 

 

 

 

【フォロー、チャンネル登録のお願い】 
ご利用のソーシャルメディアに合わせて、どなたでも、フォローやチャン

ネル登録できます。是非ご覧ください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国総研レポートのイメージカラーである「赤色」は、 
現在そして将来にわたって安全・安心で活力と魅力ある国土と社
会の実現を目指す研究者の「熱意」を表しています。 

＜https://twitter.com/mlit_NILIM＞

＜�https://www.youtube.com/channel/UC5�

l193hxIF1CrZ85DTBnm8Q＞


